
(証券コード 2773)

2019年６月11日

株 主 各 位
大阪市北区西天満１丁目２番５号

代表取締役社長 榎 本 　 洋

第75回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第75回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月25日（火曜日）午

後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時

２．場 所 大阪市北区西天満１丁目２番５号

大阪ＪＡビル　２階　会議室

　（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第75期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第75期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書

類報告の件
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決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案

第３号議案

取締役５名選任の件

監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

　事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生

じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.mutual.co.jp)

に掲載いたしますのでご了承ください。

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制

及び当該体制の運用状況」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」、

計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第

15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.mutual.co.jp）に掲

載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。なお、本招集ご通知の

提供書面に記載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査役が監査報告の作成

に際して監査を行った事業報告、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際

して監査を行った連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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　(提供書面)

事　 業　 報　 告

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における当社グループを取り巻く経営環境は、国内経済と

しては、輸出や生産の一部に弱さが見られるものの、堅調な企業収益を背景

に雇用・所得環境の改善、設備投資の増加など、緩やかな回復基調で推移し

て参りました。しかしながら、海外経済におきましては米中の貿易摩擦に加

え、中国経済の減速、英国のEU離脱問題等、景気の先行きは不透明な状況が

続いております。当社グループの主力事業領域である医薬品業界は、国の財

政難を背景とした医療費抑制の流れの中で、ユーザー各社の設備投資を控え

る動きが加速しており、当社グループを取り巻く環境は、更に厳しさを増し

ておりますが、他方でインバウンド需要拡大に伴う化粧品業界の設備投資が

活発化したのも、昨年来の特徴でした。

このような状況下、当社グループでは一昨年４月に大幅な組織改革を行い、

主力の商社型営業部隊である産業機械営業と工業用ダイヤモンド営業に加え

て、アフターサービス業務・エンジニアリング業務の営業部隊化や当社のオ

リジナル商品及び輸入機械の専門営業部隊、海外販売強化を目的に輸出専門

の営業部隊を創設するなど営業力・競争力強化を図るとともに、デモ機やテ

スト装置を充実させ大型展示会を通じ、生産性向上強化に向けた設備提案を

積極的に行う等、受注拡大にも注力して参りました。

売上高につきましては、活発な化粧品メーカーの設備投資もあり、概ね計

画どおりに推移し前連結会計年度比2,715百万円増加いたしました。

損益面におきましても増収に加え売上高総利益率が原価低減努力により前

連結会計年度比0.4ポイント改善し、売上総利益が728百万円増加した結果、

営業利益以下の各段階利益におきましても増益となりました。
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これらの結果、当連結会計年度の売上高は11,066百万円（前連結会計年度

比32.5％増）、売上総利益は2,831百万円（同34.6％増）、営業利益は1,005

百万円(同172.0％増)、経常利益は1,034百万円（同118.9％増）、親会社株主

に帰属する当期純利益は589百万円(同162.6％増)と増収増益となりました。

　各事業別の概況は以下のとおりであります。

<産業用機械事業>

当社グループの主力事業である産業用機械事業は、売上高全体では10,512

百万円(前連結会計年度比34.0％増)でありました。この内、医薬品業界が

5,881百万円(同21.5％増)、化粧品業界が3,348百万円(同83.7％増)、と好調

に推移いたしましたが、食品業界は、481百万円（同44.1％減）の売上となり

ました。

<工業用ダイヤモンド事業>

工業用ダイヤモンド事業は、事業売上高として553百万円(前連結会計年度

比10.0％増)となりました。主な販売先は、自動車業界、半導体業界でありま

す。
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当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

セグメント
の 名 称

第　　74　　期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで

第　　75　　期
2018年４月１日から
2019年３月31日まで

金　額　(千円) 構成比(％) 金　額　(千円) 構成比(％)

産 業 用 機 械 事 業 7,773,850 93.1 10,512,955 95.0

（ 内 、 海 外 売 上 高 ） (155,743) (1.9) (174,842) (1.6)

工業用ダイヤモンド事業 503,598 6.0 553,715 5.0

そ の 他 73,535 0.9 － 0.0

合 計 8,350,984 100.0 11,066,670 100.0

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は15百万円であり、その主なものは関

東工場内に設置した空調設備に係る費用約3百万円、子会社の株式会社ウイ

ストで取得した車両運搬具約5百万円であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度において、重要な増資、社債発行及び借入等の資金調達

は行っておりません。

－ 5 －

当事業年度の事業の状況



(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第72期

2015年度
第73期

2016年度
第74期

2017年度

第75期
2018年度

（当連結会計年度）

売 上 高(千円） 12,555,680 12,219,238 8,350,984 11,066,670

経 常 利 益(千円） 956,551 1,261,772 472,550 1,034,463

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(千円） 598,158 798,883 224,303 589,107

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 84円22銭 119円20銭 34円77銭 91円31銭

総 資 産(千円） 15,100,663 13,358,436 13,331,380 15,004,798

純 資 産(千円） 8,701,001 8,694,467 8,846,887 9,170,325

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,191円88銭 1,303円16銭 1,333円77銭 1,372円45銭

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） 56.1 62.9 64.5 59.0

（注）１．記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16

日)等を当連結会計年度の期首から適用しており、第72期から第74期までの総資産の金

額及び自己資本比率については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額及び比率

となっております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社は親会社を有しておりません。

②　重要な子会社の状況

会　　社　　名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

日 伊 包 装 株 式 会 社 30百万円 100.0％ 包装資材の加工

株 式 会 社 ウ イ ス ト
（注）

10百万円
57.0％

（43.0％）
化粧品製造設備を中心とした
包装機械の製造・販売

M u t u a l ( T h a i l a n d ) C o . , L t d . 172百万円 100.0％
医薬品・食品等製造設備の製
造・販売

三 晴 精 機 株 式 会 社
（注）

16百万円
79.8％

（20.2％）
医薬品・化粧品・食品等の包
装機械の製造・販売

 (注) 議決権比率の（　）内は、緊密な者または同意している者の議決権比率を外数で記載して

おります。
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(4) 対処すべき課題

  今後の見通しといたしましては、日本経済は、底堅い内需が下支えしてい

く見通しと予想されておりますが、米中貿易摩擦等による輸出の減速、中国

経済の成長鈍化や今秋予定されている消費税の増税など先行きの不透明感も

増しております。また、医薬品業界においては、医療費抑制の流れの中で、

設備投資計画の見直しの動きが顕著となっていることに加えまして、受注競

争は更に激化し、コスト面での影響が懸念される等、依然として、極めて厳

しい状況であります。

　当社グループはこのような状況下において、医薬品業界以外の市場も睨ん

だ国内外の設備投資に係る受注を目指し、グループ企業の総力を結集して更

なる収益機会の拡大を図る所存であります。子会社の株式会社ウイストは、

2019年３月期の決算で前期に続き創業以来の最高売上・利益を計上、また、

三晴精機株式会社も、引き続き好調な決算を持続しております。一方、当社

も医薬品業界の設備投資計画の見直しによる受注環境の変化を睨み、一昨年

４月に輸出機械グループの立ち上げや商品別専門営業部隊を創設し積極的な

営業活動を実施した結果、年間受注額も昨年同様100億円を超えることができ

ました。また、輸出拡大に向けても、昨年来、年２回、中国・全国製薬機械

博覧会への出展を続けており、現地企業との接点も増加し、現地販売の強化

に繋がる連携体制を模索するなど、着実に歩を進めております。

　対処すべき課題として認識しておりますのは、①受注の増強（専門営業部

隊及びアフターサービス業務の充実とともに展示会出展や業務提携による海

外市場の開拓を柱として営業力を強化すること)、②利益水準の向上（新たな

事業分野の拡大による売上の拡大とともに、新規商品の開発や商品ラインナ

ップの拡充、メンテナンスの本格事業化により競争力を強化し、グループブ

ランド製品の製造能力向上等によりコストの低減を図ること）、③人材確保

(国内外を問わず即戦力人材の採用を通じて営業力・技術力・マネジメント力

を強化すること)、及び④経営効率化（組織の効率化・事業運営の効率化・人

事制度の効率化・グループ運営の効率化など経営全般を見直し、効率化を推

進すること）であり、更なる業績の向上にグループ全社をあげて邁進する所

存であります。

　また、併せて、引き続き海外販社や海外機械メーカーとの業務提携やM＆A

など様々な可能性を追求し、グローバルな営業体制を整え、業容の更なる拡

大を実現していく方針であります。

  今後とも何卒倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

当社グループは、当社及び子会社４社で構成されており、各種省力化設備

商品の設計・製作、国内外販売及び輸出入を主たる業務とし、その取扱品目

は、医薬品、化粧品及び食品業界向け包装関連機器、工業用ダイヤモンド等

であります。

(6) 主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本　　　　社 大阪市北区

支店・営業所 東京都千代田区、静岡市、富山市、福岡県福津市

技術センター 大阪（大阪府泉大津市）、東京（埼玉県越谷市）

工　　　　場 関東（千葉県八街市）

②　主要な子会社の事業所

日 伊 包 装 株 式 会 社 本 社 兵庫県伊丹市

株 式 会 社 ウ イ ス ト 本 社 京都府相楽郡精華町

M u t u a l ( T h a i l a n d ) C o . , L t d . タイ

三 晴 精 機 株 式 会 社 本 社 千葉県八街市
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

158（35）名 △1（+1）名

（注）  使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート及び嘱託社員を含んでおります。）

は（　）内に外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

116（23）名 △3（+1）名 44.6歳 12.3年

（注）　使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート及び嘱託社員を含んでおります。）

は（　）内に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況

　　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 17,000,000株

②　発行済株式の総数 7,620,320株

③　株主数 9,538名

④　１単元の株式数 100株

⑤　大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 エ ム ・ テ ィ ・ シ ー 開 発 393千株 6.1％

Ｍ Ｔ Ｃ 社 員 持 株 会 384 6.0

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 322 5.0

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 264 4.1

ミ ュ ー チ ュ ア ル 取 引 先 持 株 会 253 3.9

三 浦 　 隆 205 3.2

三 浦 雅 子 199 3.1

豊 　 田 　 容 梨 子 174 2.7

森 　 崎 　 真 規 子 173 2.7

三 浦 浩 一 151 2.3

（注）１．当社は、自己株式を1,168,413株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 10 －

株式の状況、新株予約権等の状況



(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 三 浦 　 隆

代 表 取 締 役 社 長 榎 本 　 洋

取 締 役
常 務 執 行 役 員

川 島 浩 二 西日本営業担当兼大阪営業部長

取 締 役 吉 野 尊 文 総務部長

取 締 役 日 比 野 　 俊 　 彦

監 　 査 　 役 （ 常 　 勤 ） 住 中 秀 和

監 査 役 北 川 和 郎

監 査 役 中 西 　 清

（注）１．取締役日比野俊彦氏は社外取締役であります。

　　　２．取締役日比野俊彦氏は長年にわたる企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を

　　　　　有しております。

　　　３．監査役北川和郎氏及び監査役中西清氏は、社外監査役であります。

４．常勤監査役住中秀和氏は前取締役管理本部長として長年にわたる十分な経験を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．監査役北川和郎氏は、弁護士として企業法務に精通しており、主に法令や定款の遵守

及びコンプライアンスに関する相当程度の知見を有しております。

６．監査役中西清氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

７．当社は、取締役日比野俊彦氏及び監査役中西清氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　締　 役）

5名
（1）

97百万円
　     （3）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
(2)

10
(4)

合 計 8 107

（注）１．取締役の報酬限度額は、1997年６月27日開催の第53回定時株主総会において年額

　　500百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、1997年６月27日開催の第53回定時株主総会において年額50百

万円以内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該

    他の法人等との関係

該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該

　　他の法人等との関係

該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

(a) 取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 日比野　俊　彦 15回 88％ ― ―

監 査 役 北 川 和 郎 17回 100％ 13回 100％

監 査 役 中 西 　 清 16回 94％ 13回 100％

(b) 取締役会及び監査役会における発言状況

　・取締役日比野俊彦氏は、企業経営者としての経験・知識に基づき

　　取締役会において主に会社経営の見地から議案の審議に必要な発

　　言を適宜行いました。

　・監査役北川和郎氏は弁護士としての専門的見地から、取締役会に

　　おいては必要に応じ、議案審議に関して発言を行い、また監査役会

　　においても法令遵守体制ほか法務全般に関し発言を行っております。
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　・監査役中西清氏は公認会計士として長年の監査知識、豊富な実務経

験に基づく幅広い見識を活かし、公正中立の立場から当社経営陣の

職務遂行状況の妥当性を監督、指導し、取締役会においては意思決

定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。また

監査役会においては、議案の審議等に適宜必要な発言を行っており

ます。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役とは、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。

当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額としています。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

　区　　分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

24

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の報酬等を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

      ２.監査役会は、会計監査人の監査計画、会計監査の職務遂行状況及び必要な監査日数や人

員数等の報酬見積りの算定根拠などの適切性について必要な検討を行ったうえで、監査

報酬等の決定について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

前 渡 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

１ 有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

２ 無 形 固 定 資 産

そ の 他

３ 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

長 期 預 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

［11,816,300］

4,555,443

3,963,000

372,150

25,134

56,941

1,672,925

71,940

770,200

330,970

△ 2,407

［3,188,497］

（1,204,924）

512,072

109,691

571,012

12,147

(27,747)

27,747

(1,955,825)

1,398,209

1,175

50,274

23,919

1,500

480,923

△ 176

Ⅰ 流 動 負 債 ［5,659,121］

支払手形及び買掛金 2,671,427

電 子 記 録 債 務 755,403

未 払 法 人 税 等 356,411

前 受 金 1,388,697

賞 与 引 当 金 93,225

役 員 賞 与 引 当 金 7,000

そ の 他 386,956

Ⅱ 固 定 負 債 ［175,350］

退職給付に係る負債 16,877

役員退職慰労引当金 76,940

繰 延 税 金 負 債 51,103

そ の 他 30,429

負 債 合 計 5,834,472

純 資 産 の 部

Ⅰ　 株 主 資 本 ［8,393,051］

１資 本 金 669,700

２資 本 剰 余 金 725,702

３利 益 剰 余 金 7,767,205

４自 己 株 式 △ 769,556

Ⅱ　その他の包括
　利益累計額

［461,889］

１その他有価証券
評 価 差 額 金

468,537

２繰延ヘッジ損益 △ 10,712

３為 替 換 算 調 整 勘 定 4,064

Ⅲ　非支配株主持分 ［315,384］

純 資 産 合 計 9,170,325

資 産 合 計 15,004,798 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,004,798
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,066,670

売 上 原 価 8,235,272

売 上 総 利 益 2,831,398

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,826,163

営 業 利 益 1,005,234

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,683

受 取 配 当 金 26,321

助 成 金 収 入 9,459

そ の 他 13,249 55,713

営 業 外 費 用

支 払 利 息 807

為 替 差 損 21,153

保 険 解 約 損 2,920

そ の 他 1,603 26,484

経 常 利 益 1,034,463

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 26,580

受 取 保 険 金 18,788 45,369

特 別 損 失

災 害 に よ る 損 失 14,940 14,940

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,064,892

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 433,549

法 人 税 等 調 整 額 △ 38,847 394,702

当 期 純 利 益 670,190

非支配株主に帰属する当期純利益 81,083

親会社株主に帰属する当期純利益 589,107
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

仕 掛 品

原 材 料

前 渡 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

１ 有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

２ 無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

３ 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 預 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

［10,514,766]

4,014,861

342,622

362,325

3,349,117

14,899

56,941

1,196,593

39,137

844,595

294,078

△ 407

［2,913,420]

（879,497)

371,449

3,010

95,300

0

7,166

402,570

(19,245)

16,949

2,295

(2,014,678)

1,065,109

463,386

148,460

1,175

1,500

23,919

439,208

△ 128,080

Ⅰ 流 動 負 債 [5,269,369]

支 払 手 形 698,740

電 子 記 録 債 務 755,403

買 掛 金 1,936,442

未 払 法 人 税 等 264,554

前 受 金 1,278,212

賞 与 引 当 金 77,000

そ の 他 259,016

Ⅱ 固 定 負 債 [58,677]

繰 延 税 金 負 債 33,412

そ の 他 25,265

負 債 合 計 5,328,047

純 資 産 の 部

Ⅰ 株 主 資 本 [7,683,254]

１ 資 本 金 (669,700)

２ 資 本 剰 余 金 (695,975)

(1) 資 本 準 備 金 695,975

３ 利 益 剰 余 金 (7,087,135)

(1) 利 益 準 備 金 39,500

(2) その他利益剰余金 7,047,635

別 途 積 立 金 5,020,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,027,635

４ 自 己 株 式 (△ 769,556)

Ⅱ 評価・換算差額等 ［416,884]

１ その他有価証券
評 価 差 額 金

(427,597)

２ 繰延ヘッジ損益 (△ 10,712)

純 資 産 合 計 8,100,139

資 産 合 計 13,428,186 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,428,186
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損　益　計　算　書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,656,559

売 上 原 価 7,450,892

売 上 総 利 益 2,205,667

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,402,372

営 業 利 益 803,294

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,324

受 取 配 当 金 34,816

経 営 指 導 料 5,000

そ の 他 8,004 49,145

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 80,606

為 替 差 損 11,585

そ の 他 3,187 95,380

経 常 利 益 757,060

特 別 利 益

受 取 保 険 金 16,936 16,936

特 別 損 失

災 害 に よ る 損 失 14,090 14,090

税 引 前 当 期 純 利 益 759,906

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 291,500

法 人 税 等 調 整 額 △ 10,331 281,168

当 期 純 利 益 478,738
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連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

 2019年５月17日

株式会社ミューチュアル

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 千 﨑 育 利 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 松 嶋 康 介 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ミューチュ

アルの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正または誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は我が国

において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか

について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ミューチュアル及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

 2019年５月17日

株式会社ミューチュアル

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 千 﨑 育 利 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 松 嶋 康 介 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミュ

ーチュアルの2018年４月１日から2019年３月31日までの第75期事業年度の計

算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第75期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告致します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
  施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
  らその職務執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
  た。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
  針、職務の分担等に従い、取締役、執行役員、内部監査室、その他の使
　用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
　ともに、以下の方法で監査を実施しました。
  ①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等
　　からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
　　め、重要な決裁書類等を閲覧し本社及び主要な事業所において業務及
　　び財産の状況を調査いたしました。
　　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
　　び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
　　た。
　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
　　することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
　　る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
　　行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
　　会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
　　ステム）について、取締役、執行役員及び使用人等からその構築及び
　　運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
　　意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2019年５月20日

株式会社ミューチュアル　監査役会

常勤監査役 住 中 秀 和 ㊞

社外監査役 北 川 和 郎 ㊞

社外監査役 中 西 　 清 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
  議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと位置づけ

将来の事業展開に備えた財務基盤の強化を考慮するとともに、収益状況に応

じた安定的な配当の維持に努めることを基本としております。

　第75期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展

開等を勘案いたしまして、普通配当25円とし、合わせて記念配当(創立70周年

記念)の5円を加え、30円とさせていただきたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　（１）配当財産の種類

　　　　　金銭といたします。

　（２）配当財産の割当に関する事項及びその総額

　　　　　当社普通株式１株につき金30円といたしたいと存じます。

　　　　　なお、この場合の配当総額は193,557,210円となります。

　（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　2019年６月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役５名選任の件

　　本総会終結の時をもって取締役全員(５名)が任期満了となりますので、取締

  役５名の選任をお願いするものであります。

　　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
み う ら
三　浦　　　

 たかし
隆

（1930年７月29日）

1956年10月　当社入社
1959年４月　当社常務取締役

1973年５月　当社代表取締役社長

2004年４月　当社代表取締役会長

2011年６月　当社会長

2015年６月　当社代表取締役会長

　　　　　　　（現在に至る）

205,286株

（取締役候補者とした理由）

当社グループ会社の経営者として長年に亘りグループ全体の経営の指揮を執り、常に企業価値

の向上に貢献しております。その実績、能力に加えて医薬品業界における産業機械分野での長

い経験と企業経営者としての豊富な経験とともに人格、見識とも優れていることから、引き続

き取締役候補者といたしました。

２
えのもと
榎　本　　　

ひろし
洋

（1958年５月30日）

1995年４月　当社入社

1998年４月　当社経理部長

2000年７月　当社執行役員経理部長

2007年６月　当社取締役総合経営企画室

　　　　　　長

2008年４月　当社取締役総合経営企画室

　　　　　　長兼海外部長

2010年４月　当社取締役海外部長

2011年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　　（現在に至る）

103,346株

（取締役候補者とした理由）

2011年に当社代表取締役社長に就任以来、営業面・管理面などにその手腕を発揮するとともに

海外メーカーとの関係強化に努めるなど企業価値の向上に貢献しております。その実績、能

力、企業経営者としての豊富な経験とともに人格、見識とも優れていることから、引き続き取

締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
かわしま
川　島 　

こうじ
浩　二

（1953年２月27日）

1977年３月　当社入社

2003年４月　当社産業機械営業部長

2007年３月　当社執行役員産業機械営業

　　　　　　部長

2010年６月　当社取締役産業機械営業部

　　　　　　長

2010年７月　当社取締役東京支店長

2015年６月　当社取締役常務執行役員

　　　　　　東日本営業担当兼東京支店

　　　　　　長

2017年４月　当社取締役常務執行役員　

　　　　　　西日本営業担当兼大阪営業

　　　　　　部長

　　　　　　　（現在に至る）

77,049株

（取締役候補者とした理由）

当社入社以降、営業畑一筋に業務経験を重ね、2010年に当社取締役就任後は、東京支店長・大

阪営業部長の要職を歴任、当社グループ会社の業績向上に大きく貢献しております。舵取りの

難しい局面を乗り切るためにも欠くべからざる人材として引き続き取締役候補者といたしまし

た。

４
よ し の
吉　野 　

たかふみ
尊　文

（1957年11月６日）

2008年11月　当社入社　経理部長

2010年７月　当社執行役員経理部長

2015年６月　当社取締役管理本部長兼総

　　　　　　務部長

2017年４月　当社取締役総務部長

2019年４月　取締役常務執行役員総務部

　　　　　　長

　　　　　　　（現在に至る）

6,594株

（取締役候補者とした理由）

当社経理部長、総務部長を歴任、当社グループ全体の管理部門の中心として職務を遂行してお

ります。また、組織改正や人事制度の改定など、当社の将来を見据えた改革を推進しており、

引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

５
ひ び の
日比野 　

としひこ
俊　彦

（1942年12月19日）

1984年10月　住友製薬株式会社（現大日

　　　　　　本住友製薬株式会社）入社

2002年６月　日本ケミカルリサーチ株式

　　　　　　会社　代表取締役副社長

2005年６月　同社　代表取締役社長

2007年６月　大洋薬品工業株式会社（現

　　　　　　テバ製薬株式会社）専務取

　　　　　　締役

2009年11月　富士フィルムファーマ株式

　　　　　　会社　取締役副社長

2011年６月　同社　取締役退任

2013年６月　当社取締役

　　　　　　　（現在に至る）

2,327株

（社外取締役候補者とした理由）

当社グループのユーザーやその他の業界での長年の経営実績から、有効な経営指針の提供をい

ただくとともにコーポレート・ガバナンス強化の観点で経営陣への的確なご指導をいただいて

おります。その実績、能力、企業経営者としての豊富な経験とともに人格、見識とも優れてい

ることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各取締役候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。

　　　２．日比野俊彦氏は、社外取締役候補者であります。

　　　３．日比野俊彦氏の当社の社外取締役としての就任期間は、本総会終結の時をもって６年

　　　　　であります。

　　　４．当社と日比野俊彦氏とは会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

　　　　　損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当社は

　　　　　責任限定契約を継続する予定であります。

　　　　　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

　　　５．当社は、日比野俊彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、

　　　　　同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員として同取引所に届け出る予定

　　　　　であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件

　　本総会終結の時をもって監査役中西清氏が任期満了となりますので、監査役

　１名の選任をお願いするものであります。

　　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ており

　ます。

　　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

なかにし
中　西 　 　 　

きよし
清

（1946年７月19日）

1969年４月　監査法人トーマツ(現有限
　　　　　　責任監査法人トーマツ)　
　　　　　　入所

1972年５月　公認会計士登録

1986年５月　同法人　パートナー

2001年５月　同法人地区代表社員兼本部
　　　　　　経営会議メンバー

2011年11月　同法人　退所

2011年12月　中西公認会計士事務所開設
2015年４月　学校法人兵庫医科大学

　　　　　　監事

2015年６月　当社監査役

2016年６月　日本観光ゴルフ株式会社

　　　　　　監査役

　　　　　　　（現在に至る）

1,860株

（社外監査役候補者とした理由）

2015年より、当社監査役として公正中立な立場から当社経営陣の職務遂行状況の妥当性を監督

いただいており、また、公認会計士としての高度な専門知識を活かして的確なアドバイスをタ

イムリーに提供いただくなど十分な実績を残されております。その実績、能力、専門家として

の知見等は極めて優れていることから、引き続き社外監査役候補者といたしました。

　注）１．監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．中西清氏は、社外監査役候補者であります。

　　　３．中西清氏は過去に社外役員となること以外の方法で、会社経営に関与したことはあり

　　　　　ませんが、上記、社外監査役候補者とした理由により、引き続き社外監査役としての

　　　　　職務を適切に遂行できるものと考えております。

　　　４．中西清氏の当社の社外監査役としての就任期間は、本総会終結の時をもって４年であ

　　　　　ります。

　　　５．当社と中西清氏とは会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

　　　　　賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当社は責任

　　　　　限定契約を継続する予定であります。
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　　　　　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

　　　６．当社は、中西清氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

　　　　　に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員と

　　　　　する予定であります。

　　以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：大阪市北区西天満１丁目２番５号

大阪ＪＡビル２階　会議室

TEL 06(6315)8613

交通　地下鉄谷町線　南森町駅　　２号出口より　　徒歩約８分

地下鉄堺筋線　北浜駅　　　26番出口より　　徒歩約５分

京阪本線　北浜駅　　　　　26番出口より　　徒歩約５分

京阪中之島線　なにわ橋駅　３番出口より　　徒歩約３分

　　*株主様へのお土産はご用意しておりませんので予めご了承ください。

地図


